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【手続補正書】
【提出日】平成29年1月23日(2017.1.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７３】
　一方の面１３ａ上に設けられた接続部１４の端子１４ａ及び１４ｂは、一方の面１３ａ
上に設けられた配線を介して、それぞれ対応する送信処理部１２２の入力端子１２１ａ及
び１２１ｂと接続されている。他方の面１３ｂ上に設けられた接続部１４の端子１４ａ及
び１４ｂは、スルーホール１６ｃを介して、それぞれ対応する送信処理部１２２の入力端
子１２１ａ及び１２１ｂと接続されている。一方の面１３ａ上に設けられた接続部１４の
端子１４ｃ及び１４ｄは、スルーホール１６ｄを介して、それぞれ対応する受信処理部１
２３の出力端子１２１ｇ及び１２１ｈと接続されている。他方の面１３ｂ上に設けられた
接続部１４の端子１４ｃ及び１４ｄは、他方の面１３ｂ上に設けられた配線を介して、そ
れぞれ対応する受信処理部１２３の出力端子１２１ｇ及び１２１ｈと接続されている。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７５】
　本変形例のように、全ての送信処理部１２２が配線基板１３Ｅの一方の面１３ａ上に設
けられ、全ての受信処理部１２３が配線基板１３Ｅの他方の面１３ｂ上に設けられてもよ
い。このような形態であっても、上記実施形態の効果を奏することができる。また、本変
形例のように、送信用のパッド１５ａが全て一方の面１３ａに設けられ、受信用のパッド
１５ｂが全て他方の面１３ｂに設けられることにより、ＮＥＸＴを好適に抑制することが
できる。なお、接続部１４において、送信用の全ての端子１４ａ，１４ｂが一方の面１３
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ａに設けられ、受信用の全ての端子１４ｃ，１４ｄが他方の面１３ｂに設けられる場合に
は、スルーホール１６ｃ，１６ｄは不要である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図２】
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【手続補正４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図９
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図９】
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【手続補正５】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１０】
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